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表紙*電子提供措置用・アクセス通知用*

証券コード：6806

第76期
定時株主総会

招集ご通知

▶ 開催日時
　

2023年６月23日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

▶ 開催場所
　

東京都港区白金台一丁目１番１号
八芳園　２階サンライト

▶ 決議事項
　

第１号議案 　剰余金の処分の件
第２号議案 　取締役（監査等委員である取締役を
                    除く。）10名選任の件
第３号議案 　監査等委員である取締役４名選任の件　

株主総会資料に関するお知らせ
株主総会資料の電子提供制度が導入されましたが、当社
は、書面交付請求の有無に関わらず、一律に従前どおり
書面でお送りしております。
なお、次回以降の株主総会資料につきましては、送付形
式が決まり次第、適切な方法にて株主様へご案内差しあ
げる予定です。
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企業理念

企業理念　英知をつなげる小さな会社
自らを「小」と捉え素直に謙虚に学び、
明日へのさらなる成長に向け、
社内外の英知を結集し、
つなぐビジネスで進化していく。
当社グループの根幹にある「不変の理念」です。

理念体系との関係
当社グループが継続成長していくため、
『企業理念』を具体化したものが、
6つの価値観で構成される『HIROSE Philosophy』になります。
企業活動すべての土台となる「考え方の軸、行動の軸」です。
そして、『企業理念』と『HIROSE Philosophy』の実践により目指す先は、
『ありたい姿：“つなぐ力”で未来社会を共創する』の実現です。
共創パートナーの輪をグローバルに拡げ、
新しい技術や製品を社会に供給することを通じて、
あらゆる人が暮らしやすい未来社会の構築に貢献していきます。
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株主各位

証券コード　6806
2023年６月２日

株 主 各 位
神奈川県横浜市都筑区中川中央二丁目６番３号

代表取締役社長 石 井 和 徳

【当社ウェブサイト】
https://www.hirose.com/corporate/ja/ir/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第76期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第76期定時株主総会招集
ご通知」として掲載しておりますので、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ヒロセ電機」または「コ
ード」に当社証券コード「6806」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従って
2023年６月22日（木曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

⒈日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
⒉場 所 東京都港区白金台一丁目１番１号

八芳園　２階サンライト
⒊会議の目的事項
報告事項 ⒈第76期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算書類

ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
⒉第76期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

記

⒋議決権の行使についてのご案内
⑴　書面による議決権行使の場合

　議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2023年６月22日（木曜日）午後５時までに到着
するようご返送ください。

⑵　インターネット等による議決権行使の場合
　インターネット等により議決権を行使される場合には、（６頁）の【インターネット等による
議決権行使のご案内】をご高覧のうえ、2023年６月22日（木曜日）午後５時までに行使してく
ださい。

⑶　書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等による
ものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等によって複数
回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。

－ 2 －
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株主各位

     

⑷　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

⒌その他本招集ご通知に関する事項
　電子提供措置事項のうち、「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」、｢連
結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、法令および定款第15
条の規定に基づき、１頁に記載の各ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知には記載し
ておりません。したがって、本招集ご通知に含まれる事業報告、連結計算書類および計算書類は、会
計監査人および監査等委員会がそれぞれ会計監査報告および監査報告を作成するに際して監査をした
事業報告、連結計算書類および計算書類の一部であります。

以　上

　当日ご出席の際には、お手数ながら「議決権行使書用紙」を会場受付に必ずご提出くださいますようお願い申しあげます。

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、１頁に記載の各ウェブサイトに修正した旨、修正前の事項および修正後の事項を掲

載させていただきます。

－ 3 －
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株主各位

新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ

【株主様へのお願い】
　株主総会へのご出席に際しましては、株主総会開催日時点での新型コロナウイルスの流行
状況やご自身の体調をご確認のうえ、感染防止にご配慮賜りますようお願い申しあげます。
また、株主総会会場において、株主様の安全に配慮した感染防止の措置を講じる場合がござ
いますのでご協力くださいますようお願い申しあげます。
　今般、政府において「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」が変更され、本
年３月13日よりマスクの着用は個人の判断を基本とすることとされました。この政府方針の
変更を踏まえ、当社から一律にマスクの着用をお願いすることはいたしませんので、株主様
のご来場にあたりましては、ご自身でマスクの着脱をご判断くださいますようお願いいたし
ます。
　議決権の行使は、書面またはインターネット等でも可能ですので、積極的なご活用をお願
い申しあげます。

－ 4 －
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インターネット等による議決権行使のご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で
議決権を行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2023年６月22日（木曜日）
午後５時到着分まで

2023年６月22日（木曜日）
午後５時入力完了分まで

2023年６月23日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、第３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

－ 5 －
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 6 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　１．期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては、株主各位への安定的な配当の維持を基本に、業績および経
営環境などを総合的に勘案して行いたく下記のとおりとさせていただきたいと存じます。
⑴　配当財産の種類　　　　　金銭
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金280円　総額9,642,616,480円
　これにより、年間の配当金は、既に中間配当金としてお支払いいたしました１株につき
220円とあわせて年500円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生ずる日　　　　　2023年６月26日

　２．剰余金の処分に関する事項
　剰余金の処分につきましては、株主各位への安定的な配当を行うため、下記のとおり別途積
立金の全額を取り崩し、繰越利益剰余金に振り替えさせていただきたいと存じます。
⑴　減少する剰余金の項目とその額

別途積立金　　　122,800,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　122,800,000,000円

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位および担当

1 い し

石
い

井
 

　
か ず

和
の り

徳 代表取締役社長 再 任
　

2 き り

桐
や

谷
 

　
ゆ き

幸
お

雄 取締役
製作本部 本部長 再 任

　

3 さ

佐
と う

藤
 

　
ひ ろ

博
し

志 取締役
営業本部 本部長 再 任

　

4 か ま

鎌
が た

形　
 

　
し ん

伸 取締役
管理本部 本部長 再 任

　

5 お

小
ば ら

原　　
しゅう

秀 執行役員
技術本部 副本部長 兼 自動車事業部 事業部長 新 任

　

6 い

李
 

　
 

　
さ ん

相
よ ぷ

燁 取締役 再 任
　

7 ほ っ

堀
た

田
 

　
け ん

健
す け

介 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

8 も と

元
な が

永
 

　
て つ

徹
じ

司 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

9 に し

西
ま つ

松
 

　
ま さ

正
の り

記 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

10 さ か

坂
た

田
 

　
せ い

誠
じ

二 新 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（10名）は、本総会終
結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しまして、当社の監査等委員会は、取締役会の監督と執行のあり方、取締役候補者
の選任基準等を確認し、検討を行いました。その結果、各候補者の当事業年度における業務執行状況お
よび業績等を勘案し、全ての候補者について適任であると判断しております。
　取締役候補者は次のとおりであります。
【参考】取締役候補者一覧

各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

所有する当社の株式数
772株

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号

1 い し

石
 

 
い

井
 

　
か ず

和
 

 
の り

徳（1960年１月４日生） 再 任
　
　

［略歴、当社における地位および担当］
1982年 ４ 月 当社に入社
2007年 ７ 月 技術本部 副本部長
2008年11月 営業本部 副本部長
2009年 ６ 月 執行役員 就任
2009年11月 営業本部 本部長代理
2010年 ６ 月 取締役 就任

経営革新推進室 室長　

2011年 ６ 月 専務取締役 就任
営業本部 本部長 兼
経営革新推進室 室長

2012年 ６ 月 代表取締役社長 就任
現在に至る

　

取締役候補者とした理由
石井和徳氏は、取締役社長として当社グループ全体を統括管理しており、取締役として適
任であると判断したため、引き続き取締役候補者としました。

［重要な兼職の状況］
・東北ヒロセ電機株式会社代表取締役社長
・郡山ヒロセ電機株式会社代表取締役社長
・一関ヒロセ電機株式会社代表取締役社長
・ヒロセコリア株式会社代表理事

　

所有する当社の株式数
1,570株

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号

２ き り

桐
 

 
や

谷
 

　
ゆ き

幸
 

 
お

雄（1958年12月29日生） 再 任
　
　

［略歴、当社における地位および担当］
1982年 ４ 月 当社に入社
2013年 ４ 月 製作本部 副本部長
2015年 ６ 月 執行役員 就任
2015年11月 製作本部 本部長代理
2016年 ４ 月 製作本部 本部長代行 兼

品質管理部管掌　

2016年 ６ 月 取締役 就任
現在に至る
製作本部 本部長 兼
品質管理部管掌

2017年10月 製作本部 本部長
現在に至る　

取締役候補者とした理由
桐谷幸雄氏は、当社グループの製造全般を統括管理しており、取締役として適任であると
判断したため、引き続き取締役候補者としました。

　

－ 9 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

所有する当社の株式数
200株

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号

３ さ

佐
 

 
と う

藤
 

　
ひ ろ

博
 

 
し

志（1970年12月23日生） 再 任
　
　

［略歴、当社における地位および担当］
1993年 ４ 月 三井物産株式会社に入社
2001年 ７ 月 株式会社キーエンスに入社
2017年 ２ 月 当社に入社
2018年 ４ 月 営業本部 海外事業部 事業部

長

　

2019年 ６ 月 取締役 就任
現在に至る
営業本部 本部長 兼
海外事業部 事業部長

2020年 ４ 月 営業本部 本部長
現在に至る

　
取締役候補者とした理由
佐藤博志氏は、当社グループの営業およびマーケティングを統括管理しており、取締役と
して適任であると判断したため、引き続き取締役候補者としました。

　

所有する当社の株式数
940株

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号

４ か ま

鎌
 

 
が た

形
 

　
 

　
 

 
し ん

伸（1966年6月4日生） 再 任
　
　

［略歴、当社における地位および担当］
1990年 ４ 月 株式会社NTTデータに入社
2002年 ２ 月 当社に入社
2002年 ６ 月 管理本部 全社業務改革推進

室 室長
2008年 ７ 月 管理本部 IT統括室 室長
2019年 ２ 月 管理本部 経営企画部 部長 

兼 IT統括部 部長
2019年 ６ 月 執行役員 就任
2020年 ６ 月 管理本部 副本部長 兼 経営企

画部 部長 兼 IT統括部 部長

　

2021年 １ 月 管理本部 本部長代理 兼
経営企画部 部長

2021年 ６ 月 取締役 就任
現在に至る
管理本部 本部長 兼
経営企画部 部長

2021年 7 月 管理本部 本部長
現在に至る

　

取締役候補者とした理由
鎌形伸氏は、当社グループの管理業務全般を統括管理しており、取締役として適任である
と判断したため、引き続き取締役候補者としました。

　

－ 10 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

所有する当社の株式数
100株　

候補者番号

５ お

小
 

 
ば ら

原　　 
し ゅ う

秀（1966年５月28日生） 新 任
　
　

［略歴、当社における地位および担当］
1989年 ４ 月 当社に入社
2017年 ９ 月 技術本部 産機事業部 事業部

長
2018年 ７ 月 技術本部 自動車事業部 事業

部長代理
2020年 １ 月 技術本部 自動車事業部 事業

部長　

2020年 ６ 月 執行役員 就任
現在に至る

2022年 ６ 月 技術本部 副本部長 兼
自動車事業部 事業部長
現在に至る　

取締役候補者とした理由
小原秀氏は、当社グループの自動車事業・産機事業を統括管理しており、取締役として適
任であると判断したため、新任の取締役候補者としました。

　

所有する当社の株式数
0株

取締役会出席状況
11/12回　

候補者番号

６ い

李
 

 
 

　
 

　
さ ん

相
 

 
よ ぷ

燁（1961年７月１日生） 再 任
　
　

［略歴、当社における地位および担当］
1984年 １ 月 韓国火薬株式会社に入社
1989年 ３ 月 ヒロセコリア株式会社に

入社
2007年 ７ 月 威海廣瀨電機有限公司

董事長 就任
現在に至る

2007年 ８ 月 ヒロセコリア株式会社
社内勤労福祉基金代表理事
就任
現在に至る　

2010年 ６ 月 ヒロセコリア株式会社
代表理事副社長 就任

2011年11月 ヒロセコリア株式会社
代表理事社長 就任
現在に至る

2018年 ６ 月 当社取締役 就任
現在に至る　

取締役候補者とした理由
李相燁氏は、当社グループの主要な子会社を統括管理しており、取締役として適任である
と判断したため、引き続き取締役候補者としました。

［重要な兼職の状況］
・ヒロセコリア株式会社代表理事社長

　

－ 11 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

所有する当社の株式数
0株

在任年数
12年

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号
再 任 社 外

独 立
　７ ほ っ

堀
 

 
た

田
 

　
け ん

健
 

 
す け

介（1938年10月12日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1962年 ４ 月 株式会社住友銀行に入行

（現株式会社三井住友
銀行）

1987年 ６ 月 同行取締役 就任
1997年 ６ 月 同行代表取締役副頭取 就任
2001年 １ 月 モルガン・スタンレー・

ジャパン・リミテッド会長
就任
（現モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

2006年 ４ 月 モルガン・スタンレー証券
株式会社代表取締役会長
就任
（現モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

2006年 ６ 月 セーレン株式会社
社外監査役 就任　

2007年10月 株式会社堀田綜合事務所
代表取締役会長 就任
現在に至る

2008年 １ 月 モルガン・スタンレー証券
株式会社最高顧問 就任
（現モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

2008年12月 グリーンヒル・ジャパン
株式会社代表取締役会長
就任

2011年 ６ 月 当社 社外取締役 就任
現在に至る

2016年 ５ 月 グリーンヒル・ジャパン
株式会社最高顧問 就任

2018年 ６ 月 セーレン株式会社
社外取締役 就任
現在に至る　

社外取締役候補者とした理由および期待する役割
堀田健介氏は、社外取締役として独立、公正な立場から経営の重要事項の決定および業務
執行の監督等の役割を適切に果たしております。また、経営者としての豊富な経験と深い
見識に基づき、当社の経営に関して適切な監督が期待されることから、引き続き社外取締
役候補者としました。

［重要な兼職の状況］
・株式会社堀田綜合事務所代表取締役会長
・セーレン株式会社社外取締役

　

－ 12 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

所有する当社の株式数
0株

在任年数
6年

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号
再 任 社 外

独 立
　８ も と

元
 

 
な が

永
 

　
て つ

徹
 

 
じ

司（1960年８月４日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1985年 4 月 日本郵船株式会社に入社
1997年 1 月 株式会社ボストン・コンサ

ルティング・グループに入
社

2001年 9 月 株式会社フジシールに入社
2003年 4 月 縄文アソシエイツ株式会社

に入社
2006年 8 月 株式会社イクティス設立

代表取締役 就任
現在に至る　

2015年 4 月 医療法人社団慶成会監事
就任
現在に至る

2015年10月 一般社団法人ファミリー
ビジネス研究所代表理事
就任
現在に至る

2017年 ６ 月 当社 社外取締役 就任
現在に至る　

社外取締役候補者とした理由および期待する役割
元永徹司氏は、社外取締役として独立、公正な立場から経営の重要事項の決定および業務
執行の監督等の役割を適切に果たしております。また、経営コンサルタントとしての幅広
い実績と深い見識に基づき、当社の経営に関して適切な監督が期待されることから、引き
続き社外取締役候補者としました。

［重要な兼職の状況］
・株式会社イクティス代表取締役
・医療法人社団慶成会監事
・一般社団法人ファミリービジネス研究所代表理事

　

－ 13 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

所有する当社の株式数
0株

在任年数
3年

取締役会出席状況
12/12回　

候補者番号
再 任 社 外

独 立
　９ に し

西
 

 
ま つ

松
 

　
ま さ

正
 

 
の り

記（1958年２月３日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1980年 ４ 月 野村證券株式会社に入社
2003年 ４ 月 同社取締役 就任
2003年 ６ 月 同社執行役 就任
2007年 ４ 月 同社常務執行役 就任
2010年 ６ 月 野村ホールディングス

株式会社 取締役 就任
2013年 ６ 月 野村證券株式会社

取締役 就任　

2015年 ４ 月 野村土地建物株式会社
代表取締役社長 就任
野村・中国投資株式会社
代表取締役社長 就任
埼玉開発株式会社
代表取締役社長 就任

2020年 ６ 月 当社 社外取締役 就任
現在に至る　

社外取締役候補者とした理由および期待する役割
西松正記氏は、社外取締役として独立、公正な立場から経営の重要事項の決定および業務
執行の監督等の役割を適切に果たしております。経営者としての豊富な経験と深い見識に
基づき、当社の経営に関して適切な監督が期待されることから、引き続き社外取締役候補
者としました。

　

所有する当社の株式数
０株

　

候補者番号
新 任 社 外

独 立
　10 さ か

坂
 

 
た

田
 

　
せ い

誠
 

 
じ

二（1958年９月12日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1981年 ４ 月 株式会社リコーに入社
2010年 ４ 月 同社執行役員 就任
2012年 ４ 月 同社常務執行役員 就任
2018年 ４ 月 同社専務執行役員 就任
2018年 ６ 月 同社取締役 就任

現在に至る（退任予定）　

2019年 ４ 月 同社CTO (Chief Technology 
Officer: 最高技術責任者)

2021年 ４ 月 同社コーポレート専務執行
役員 就任

　
社外取締役候補者とした理由および期待する役割
坂田誠二氏は、設計開発・技術に関する深い知識・見識、ならびに経営者としての豊富な
経験に基づき、当社の経営に関して適切な監督を期待できることから、新任の社外取締役
候補者としました。

　

－ 14 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

（注）1. 各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
2. 堀田健介氏、元永徹司氏、西松正記氏、坂田誠二氏の４氏は、社外取締役候補者であり、いずれも当

社が定めた「社外取締役独立性基準」の要件を満たしております。
3. 堀田健介氏、元永徹司氏、西松正記氏の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。３氏の再任が承認された場合は引き続き３氏を独立役員とする予
定です。また、坂田誠二氏の選任が承認された場合は、新たに独立役員として指定し、同取引所に届
け出る予定です。

4. 堀田健介氏は、社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって12年となります。
5. 元永徹司氏は、社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって6年となります。
6. 西松正記氏は、社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって3年となります。
7. 坂田誠二氏は、2023年６月23日開催の株式会社リコー定時株主総会終結の時をもって、同社取締役

を退任する予定です。
8. 当社は、堀田健介氏、元永徹司氏、西松正記氏の３氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、同
法第425条第１項各号の合計額（最低責任限度額）を限度とする旨の契約を締結しております。なお
３氏が再任された場合、当社は３氏との間で当該責任限定契約を継続する予定です。また、坂田誠二
氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で当該責任限定契約を締結する予定です。

9. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者である役員等がその職務の執
行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損
害を当該保険契約により填補することとしております。ただし、故意または重過失に起因して生じた
当該損害は填補されない等の免責事由があります。候補者10名は、当該保険契約の被保険者に含まれ
ることとなります。なお、当該保険については、2023年３月29日付で従前の内容で更新されてお
り、1年経過後の次回更新時には同内容での更新を予定しております。

－ 15 －
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監査等委員である取締役選任議案

所有する当社の株式数

110株

候補者番号
新 任

1 う え

上
 

 
だ

田
 

　
ま さ

昌
 

 
と し

利（1960年１月30日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1982年 ４ 月 当社に入社
2015年 ８ 月 管理本部 人事総務部 部長　

2021年 ７ 月 管理本部 人事総務統括 統括
部長
現在に至る　

監査等委員である取締役候補者とした理由
上田昌利氏は、当社での幅広い分野にわたる豊富な経験に基づき、適切な業務執行の監査
が期待されることから、新任の監査等委員である取締役候補者としました。

　

所有する当社の株式数

0株
在任年数

２年
取締役会出席状況

12/12回　

候補者番号
再 任 社 外

独 立
　２ み

三
う ら

浦
 

　
け ん

健
た

太
ろ う

郎（1972年３月22日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1995年 ６ 月 株式会社ティー・ピー・エ

ス研究所監査役 就任
現在に至る

2014年 ６ 月 当社 社外監査役 就任
　

2021年 ６ 月 当社 社外取締役（監査等委
員）就任
現在に至る

　

監査等委員である社外取締役候補者とした理由と期待される役割
三浦健太郎氏は、社外取締役として独立、公正な立場から取締役会の意思決定に関与、監
督いただいております。また、経営コンサルタントとしての幅広い実績と深い見識に基づ
き、適切な業務執行の監査が期待されることから、引き続き監査等委員である社外取締役
候補者としました。なお、同氏は直接企業経営に関与された経験はありませんが、上記の
理由により社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

　

第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、監査体制の強化を図るため、監査等委員である取締役を１名増員することといた
したく、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 16 －
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監査等委員である取締役選任議案

所有する当社の株式数

０株　

候補者番号
新 任 社 外

独 立
　3 あ ら

荒
き

木
 

　
ゆ

由
き

季
こ

子（1960年12月13日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1983年 ４ 月 通商産業省に入省

（現経済産業省）
2008年 ７ 月 山形県副知事
2012年12月 株式会社日立製作所に入社
2015年 ４ 月 同社理事 就任
2018年 ４ 月 同社グローバル渉外統括本

部 サステナビリティ推進本
部長

2020年 ４ 月 国立大学法人長岡技術科学
大学 経営協議会委員（非常
勤）
現在に至る

2020年12月 富士製薬工業株式会社 社外
取締役 就任
現在に至る　

2021年 ３ 月 株式会社ナカニシ 社外取締
役 就任
現在に至る

2021年 ４ 月 株式会社日立製作所 グロー
バル渉外統括本部 副統括本
部長
日立ヨーロッパ ベルギー事
務所長

2022年 ６ 月 一般社団法人日本生活支援
工学会評議員（非常勤）
現在に至る　

監査等委員である社外取締役候補者とした理由と期待される役割
荒木由季子氏は、長年にわたり行政に携わった豊富な経験と、コンプライアンス、サステ
ナビリティ（ESG）等に関する幅広い知識を有しており、適切な業務執行の監査が期待
されることから新任の監査等委員である取締役候補者としました。なお、同氏は直接企業
経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切
に遂行いただけるものと判断しております。

［重要な兼職状況］
・国立大学法人長岡技術科学大学経営協議会委員（非常勤）
・富士製薬工業株式会社社外取締役
・株式会社ナカニシ社外取締役
・一般社団法人日本生活支援工学会評議員（非常勤）
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監査等委員である取締役選任議案

所有する当社の株式数

０株　

候補者番号
新 任 社 外

独 立
　4 た か

髙
 

 
し ま

嶋
 

　
け ん

健
 

 
じ

司 （1963年12月1日生）

　
［略歴、当社における地位および担当］
1987年 ４ 月 青山監査法人プライスウォ

ーターハウスに入社
1992年10月 髙嶋公認会計事務所開設

現在に至る　

2000年 ９ 月 有限会社中目黒ネット会計
設立
現在に至る　

監査等委員である社外取締役候補者とした理由と期待される役割
髙嶋健司氏は、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等に基づき、適切な業務執
行の監査が期待されることから、新任の監査等委員である取締役候補者としました。な
お、同氏は直接企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役
としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

　

（注）1.　各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
2.　三浦健太郎氏、荒木由季子氏、髙嶋健司氏は、社外取締役候補者であり、いずれも当社が定めた「社

外取締役独立性基準」の要件を満たしております。
3.　当社は、三浦健太郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が

承認された場合には、引き続き独立役員とする予定です。また、荒木由季子氏、髙嶋健司氏が社外取
締役に就任した場合、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定でありま
す。

4.　三浦健太郎氏の社外取締役（監査等委員）就任期間は本総会終結の時をもって２年となります
5.　当社は、三浦健太郎氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号の合計額
（最低責任限度額）を限度とする旨の契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当社は同
氏との間で当該責任限定契約を継続する予定です。また、荒木由季子氏、髙嶋健司氏の選任が承認さ
れた場合、当社は両氏との間で当該責任限定契約を締結する予定です。

6.　当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者である役員等がその職務の執
行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損
害を当該保険契約により填補することとしております。候補者４名は、当該保険契約の被保険者に含
まれることとなります。ただし、故意または重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免
責事由があります。なお、当該保険については、2023年３月29日付で従前の内容で更新されてお
り、１年経過後の次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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監査等委員である取締役選任議案

（ご参考）社外取締役独立性基準

当社では、金融商品取引所の定める独立役員の資格を充たし、出身分野における実績と識見を有
している者を独立社外取締役に選定しています。具体的には、以下の事項のいずれにも該当しない
場合、社外取締役に独立性があると判断しております。

・当該社外取締役が、現在および過去10年間において、当社または当社の子会社の業務執行者
として在職していた場合

・当該社外取締役が、現在、業務執行者として在籍する会社と当社グループにおいて取引があ
り、直近３事業年度において、その取引金額がいずれかの連結売上収益の２％を1事業年度で
あっても超える場合

・当該社外取締役が、法律、会計の専門家もしくはコンサルタントとして、当社から直接的に直
近３事業年度の平均で年額1,000万円を超える報酬（当社の取締役としての報酬および当該社
外取締役が属する機関・事務所に支払われる報酬は除く。）を受けている場合

・当該社外取締役が、法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファーム等
の法人、組合等の団体に所属する者であって、当社から受けた報酬が、当該法人、組合等の団
体の直近３事業年度の平均で、その年額が、当該法人、組合等の団体の総売上の２％以上、ま
たは１億円以上のいずれか高い方の額を超える場合

・当該社外取締役が、現在、当社または当社の子会社の会計監査人である監査法人の社員等であ
る場合

・当該社外取締役が、直近３年間において、当社または当社の子会社の会計監査人である監査法
人の社員等として当社または当社の子会社の監査業務を行ったことがある場合

・当該社外取締役の二親等以内の親族が、現在または過去において、当社または当社の子会社の
業務執行者として在職していた場合

（注）この基準において業務執行者とは、取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を
除く。）、執行役、執行役員および部長職以上の管理職を指す。
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氏名 企業経営 グローバル
マネジメント

技術開発/
製造/品質

営業/
マーケティング 財務/会計

法務/コンプ
ライアン
ス/リスク

組織/人財
マネジメント

サステナビ
リティ

（ESG）

石　井　和　徳 再任 ● ● ● ● ● ● ●

桐　谷　幸　雄 再任 ● ● ●

佐　藤　博　志 再任 ● ●

鎌　形　　　伸 再任 ● ● ● ●

小　原　　　秀 新任 ● ●

李　　　相　燁 再任 ● ● ● ● ● ●

堀　田　健　介 再任 ● ● ● ● ●

元　永　徹　司 再任 ● ● ● ●

西　松　正　記 再任 ● ● ● ● ●

（ご参考）本総会終了後の取締役のスキルマトリックス

当社取締役が備えるべきスキルの考え方
　当社では、取締役会において、全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性が確保され
るよう、取締役候補者指名で配慮しております。その結果、社外取締役は他企業での知識・経営
経験および専門性を、その他の取締役は担当分野の専門性に加え、様々なバックグラウンドに基
づく多面的な観点を経営判断に活かしております。
　当社はコネクタ専業メーカーとして常に最先端の技術を追求するとともに、さらなるグローバ
ル化の推進による成長を目指しており、取締役会は「企業経営」、「グローバルマネジメン
ト」、「技術開発/製造/品質」、「営業/マーケティング」、「財務/会計」、「法務/コンプラ
イアンス/リスク」、「組織/人財マネジメント」、「サステナビリティ（ESG）」といったス
キルを備えるべきと認識しております。
　今後も当社の事業特性や事業環境の変化に応じて必要スキルの見直しを行ってまいります。

－ 20 －
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監査等委員である取締役選任議案

氏名 企業経営 グローバル
マネジメント

技術開発/
製造/品質

営業/
マーケティング 財務/会計

法務/コンプ
ライアン
ス/リスク

組織/人財
マネジメント

サステナビ
リティ

（ESG）

坂　田　誠　二 新任 ● ● ● ●

上　田　昌　利 新任 ● ●

三　浦　健太郎 再任 ● ● ● ● ●

荒　木　由季子 新任 ● ● ●

髙　嶋　健　司 新任 ● ●

以　上

－ 21 －



2023/05/23 15:05:11 / 22948170_ヒロセ電機株式会社_招集通知_電子提供措置用

事業の経過およびその成果、対処すべき課題

事業報告(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
⒈　事業の経過およびその成果
■営業の全般的状況
　当期のわが国経済は、新型コロナウイルスの影響による行動制限が緩和され、経済活動が正常
な方向へ向かう一方、資源価格の高騰、円安に伴う原材料コストおよび物流コストの増加等によ
り、企業収益は厳しい局面に入ってきました。
　海外におきましては、欧米ではインフレ懸念・金融不安で景気は下降傾向にあり、中国におい
ては、ゼロ・コロナ政策の解除を契機に内需は回復傾向にありますが、輸出が低迷しており、世
界的な需要の減速懸念から景気の先行きは依然として不透明な状況となっております。
　このような状況のもと当社グループは、主にスマートフォン・コンシューマ市場向け、自動車
市場向けおよび産業用機器市場向けのグローバル事業拡大を進めるとともに高度化する市場ニー
ズへのさらなる迅速な対応を目指し、高付加価値新製品の開発・販売・生産体制の強化を推進し
てまいりました。
　その結果、自動車市場向けおよび産業用機器市場向けビジネスが堅調に推移したため、当期の
連結売上収益は、1,832億24百万円（前年同期比11.9％増）、営業利益は467億51百万円（同
14.7％増）、税引前利益は485億91百万円（同12.8％増）、親会社の所有者に帰属する当期利
益は346億48百万円（同10.2％増）となりました。

■製品別概況
　　次に、各製品別の売上概況についてご報告申しあげます。

(1) 多極コネクタ
　当社の主力製品群であります多極コネクタは、丸形コネクタ、角形コネクタ、リボンケーブル
用コネクタ、プリント基板用コネクタ、ＦＰＣ(フレキシブル基板）用コネクタ、ナイロンコネ
クタ等多品種にわたります。
　主としてスマートフォン、通信機器、カーエレクトロニクス等の分野から計測・制御機器、Ｆ
Ａ機器および医療機器などの産業用機器等の分野まで幅広く使用されているコネクタであり、今
後のさらなる高度情報通信ネットワーク化社会および環境を考慮した省エネ化社会の進展ととも
に需要の拡大が見込まれております。
　当期の連結売上収益は1,657億92百万円（前年同期比12.4％増）、営業利益は432億53百万円
（同14.5％増）となりました。
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事業の経過およびその成果、対処すべき課題

(2) 同軸コネクタ
　同軸コネクタは、マイクロ波のような高周波信号を接続する特殊な高性能コネクタであり、主
にスマートフォンやパソコンなどの無線LANやBluetooth通信のアンテナ接続や自動車でのGPS
アンテナ接続として、また無線通信装置や電子計測器の高周波信号接続として使用されるコネク
タであります。なお、光コネクタ、同軸スイッチもこの中に含んでおります。
　当期の連結売上収益は116億96百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益は28億91百万円（同
3.1％増）となりました。

(3) その他の製品
　以上のコネクタ製品以外の製品として、マイクロスイッチ類およびコネクタ用治工具類を一括
しております。
　当期の連結売上収益は57億36百万円（前年同期比19.8％増）、営業利益は６億７百万円（同
233.0％増）となりました。

⒉　対処すべき課題
(1)　会社の経営の基本方針
　当社グループはコネクタ専業メーカーとして技術革新を推進するとともに多様化するニーズに
適合した製品を開発・提供し、エレクトロニクス業界の発展に寄与してまいることを使命として
おります。
　そして、株主の皆様にとっての価値を長期継続的に高めていくことを経営上の最重要課題のひ
とつとして掲げ、お客様のさらなる信頼を得られる電子部品メーカーとしての責任を果たすとと
もに強固な財務体質を維持し、成長し続けていくことを基本方針としております。

(2)　目標とする経営指標
　当社グループは、経営の基本方針を具現化するべく、高収益にこだわりを持った経営および事
業展開を進めてまいります。目標とする経営指標は、事業の総合的な収益性が反映されるIFRS
ベースの営業利益率としております。

(3)　中長期的な会社の経営戦略および経営課題とその対応
　今後の当社グループを取り巻く経営環境は、企業間競争がより激化するものと思われます。
　このような環境の中で当社グループは、常に最先端の技術を追求し、より効率的な資源の配分
と集中化を図り、弛まぬ改善・革新に取り組み、情報化のさらなる進展、通信技術の高度化に伴
って中長期的に一層の成長・拡大が予想される自動車分野、産業用機器分野およびスマートフォ
ンを含む民生用機器分野を重点に市場開拓を進め、併せてさらなる製品の安定供給を図るべく、
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事業の経過およびその成果、対処すべき課題

効率性も考慮しながら国内外生産拠点のリスク分散化も行い、企業価値増大に取り組んでまいる
所存であります。
　さらなる飛躍を目指すため、３つの投資領域（人財投資、ESG投資、IT投資）において基盤強
化に取り組んでおります。人財投資においては、チャレンジを奨励する人事制度への刷新や人財
づくりをミッションとする専門部署設立等を行いました。ESG投資としては、カーボンニュート
ラルや健康経営を推進してまいります。また、サプライチェーンマネジメント再構築等の業務改
革を推進するにあたり、IT投資を行ってまいります。

(4)　優先的に対処すべき課題
　市場の多様化、製品の短サイクル化による投資回収リスクの高まりや、価格引き下げ圧力の強
まりなど、ますます厳しさを増す経営環境の中で、当社グループは市場ニーズに対応した高付加
価値新製品の開発力強化、生産効率化の促進、国内外における販路の開拓等に努めてまいりま
す。また、資源高、為替変動、ウクライナ情勢等地政学リスクの対応力も求められております。

　当社グループは利益成長だけでなく、グローバル社会における様々な課題解決への貢献が不可
欠と認識しております。SDGsにリンクした目標の設定や取り組みの強化により、サステナビリ
ティ経営を推進し、中長期的な企業価値向上と持続的な成長を実現してまいります。

　　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげま
　す。
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財産および損益の状況の推移、設備投資等の状況、資金調達の状況

期　別

項　目

第73期
（2020年３月期）

第74期
（2021年３月期）

第75期
（2022年３月期）

第76期
（2023年３月期）

IFRS IFRS IFRS IFRS

売 上 収 益
(百万円) 121,765 133,538 163,671 183,224

営 業 利 益
(百万円) 20,358 27,885 40,765 46,751

税 引 前 利 益
(百万円) 21,205 28,332 43,081 48,591

親 会 社 の 所 有 者 に
帰 属 す る 当 期 利 益

(百万円)
15,305 19,916 31,437 34,648

基 本 的 １ 株
当 た り 当 期 利 益

(円)
420.39 549.10 885.39 1,002.04

資 産 合 計
(百万円) 342,644 370,504 394,783 401,357

資 本 合 計
(百万円) 306,142 326,092 342,069 349,853

⒊　財産および損益の状況の推移

（注）基本的１株当たり当期利益は、期中平均株式数により算出しております。

⒋　設備投資等の状況
　当期中に実施いたしました設備投資の総額は195億53百万円であり、金型・治工具および組立機
械の取得が中心であります。

⒌　資金調達の状況
　当期の設備投資資金は、全額自己資金をもって充当いたしました。
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

東 北 ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社 30 100 コネクタ、同部品および金型製造
郡 山 ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社 30 100 コネクタおよび同部品製造
一 関 ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社 30 100 コネクタおよび同部品製造

百万ウォン
ヒ ロ セ コ リ ア 株 式 会 社 1,650  100 コネクタの製造・販売・開発

⒍　重要な親会社および子会社の状況
重要な子会社の状況

　上記の重要な子会社の４社を含め、連結子会社は20社であります。

⒎　主要な事業内容（2023年３月31日現在）
　当社グループは電子機器用コネクタの製造販売を主な事業とし、その製品はＩ－１.「製品別概
況」にご説明のとおり、産業用電子機器を中心に民生用電子機器に至るまで、あらゆる分野で幅広
く使用されております。

名 称 所 在 地

ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社

本 社
五 反 田 事 務 所
菊 名 事 業 所
関 西 支 店
中 部 営 業 所
北 関 東 営 業 所
西 日 本 営 業 所

神 奈 川 県 ・ 横 浜 市
東 京 都 ・ 品 川 区
神 奈 川 県 ・ 横 浜 市
大 阪 府 ・ 大 阪 市
愛 知 県 ・ 刈 谷 市
栃 木 県 ・ 宇 都 宮 市
広 島 県 ・ 広 島 市

東 北 ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社 宮 古 工 場 岩 手 県 ・ 宮 古 市

郡 山 ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社 郡 山 工 場 福 島 県 ・ 郡 山 市

一 関 ヒ ロ セ 電 機 株 式 会 社 一 関 工 場 岩 手 県 ・ 一 関 市

ヒ ロ セ コ リ ア 株 式 会 社 本 社 大 韓 民 国 ・ 京 畿 道 始 興 市

⒏　主要な事業所（2023年３月31日現在）

（注）2023年４月１日付で、中部営業所を刈谷営業所に、北関東営業所を宇都宮営業所に、西日本営業所を　
広島営業所に、名称を変更いたしました。

従 業 員 数 前期末比増減
名 名減

4,944 126

⒐　従業員の状況（2023年３月31日現在）

（注）パートタイマー等（263名）は含まれておりません。
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会社の株式に関する事項

区 分 当 期 末 現 在
発 行 可 能 株 式 総 数 80,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 34,437,916株
（自己株式2,789,173株を除く）

株 主 数 3,823名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

百株 ％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託
銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 50,288 14.60

公 益 財 団 法 人 ヒ ロ セ 財 団 31,476 9.14

ス テ ー ト 　 ス ト リ ー ト 　 バ ン ク
ア ン ド 　 ト ラ ス ト 　 カ ン パ ニ ー  5 0 5 2 2 3 27,018 7.84

ジ ェ ー ピ ー 　 モ ル ガ ン 　 チ ェ ー ス 　 バ ン ク
3 8 0 0 5 5 20,207 5.86

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 16,543 4.80

有 限 会 社 エ イ チ エ ス 企 画 12,215 3.54

みずほ信託銀行株式会社（信託口）0700093 8,707 2.52

みずほ信託銀行株式会社（信託口）0700094 8,652 2.51
ス テ ー ト 　 ス ト リ ー ト 　 バ ン ク
ウェスト　クライアント　トリーティー 505234 8,213 2.38

全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 8,146 2.36

Ⅱ．会社の株式に関する事項
⒈　株式の状況（2023年３月31日現在）

発行済株式総数、株主数

（注）2022年５月11日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式総数は前期末（2022年３月31日）より
948,853株減少しております。

⒉　大株主

（注）上記大株主10名のほか、当社が自己株式27,891百株を保有しております。なお、自己株式（27,891百株）
には、役員向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式（100百株）を含んでおりません。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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会社の株式に関する事項

区 分 株 主 数 持 株 数 持 株 比 率
名 百株 ％

金 融 機 関 38 108,336 29.10

証 券 会 社 39 7,334 1.97

そ の 他 の 法 人 169 55,372 14.87

外 国 法 人 等 592 158,657 42.62

個 人 そ の 他 2,985 42,568 11.44

合 計 3,823 372,270 100

⒊　株式の所有者別状況

（注）⒈　上記のうち100株未満の単元未満株主は813名、その所有株式数は154百株であります。
⒉　「個人その他」の中に自己株式27,891百株を含んでおります。
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会社の新株予約権等に関する事項

取　　　　締　　　　役
（社外取締役を除く）

保 有 者 数 ２名
目 的 で あ る 株 式 の 種 類 お よ び 数 普通株式　660株
新 株 予 約 権 の 発 行 価 額 無償
株 式 の 発 行 価 額 １株につき13,627円（注）
新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 2015年11月２日から2023年10月31日まで

Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項
当事業年度末日において当社役員が保有している新株予約権の状況

2013年６月27日開催の定時株主総会決議による新株予約権

（注）当社保有の自己株式を活用した株式の無償割当てを実施したため、2018年４月１日付で新株予約権の行
使に際して出資される財産の価額が１株当たり14,309円から１株当たり13,627円に調整されておりま
す。
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 石 井 和 徳
東北ヒロセ電機株式会社　代表取締役社長
郡山ヒロセ電機株式会社　代表取締役社長
一関ヒロセ電機株式会社　代表取締役社長
ヒロセコリア株式会社　　代表理事

専 務 取 締 役 中 村 充 男 技術本部 本部長

取 締 役 桐 谷 幸 雄 製作本部 本部長

取 締 役 佐 藤 博 志 営業本部 本部長

取 締 役 鎌 形 　 伸 管理本部 本部長

取 締 役 稲 坂 　 純 技術本部 副本部長

取 締 役 李  相 燁 ヒロセコリア株式会社　代表理事社長

取 締 役 堀 田 健 介 株式会社堀田綜合事務所　代表取締役会長
セーレン株式会社　社外取締役

取 締 役 元 永 徹 司
株式会社イクティス　代表取締役
医療法人社団慶成会　監事
一般社団法人ファミリービジネス研究所　代表理事

取 締 役 西 松 正 記
取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 千 葉 良 一

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 杉 島 光 一

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 三 　 浦 　 健 太 郎

Ⅳ．会社役員に関する事項
⒈　当社の取締役の氏名等（2023年３月31日現在）
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会社役員に関する事項

（注）⒈ 取締役　堀田健介氏は、社外取締役であります。なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一
般株主と利益相反を生じるおそれのない独立役員であります。
同氏の重要な兼職先である株式会社堀田綜合事務所、セーレン株式会社と当社との間には特別な関係
はありません。

⒉ 取締役　元永徹司氏は、社外取締役であります。なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一
般株主と利益相反を生じるおそれのない独立役員であります。
同氏の重要な兼職先である株式会社イクティス、医療法人社団慶成会、一般社団法人ファミリービジ
ネス研究所と当社との間には特別な関係はありません。

⒊ 取締役　西松正記氏は、社外取締役であります。なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一
般株主と利益相反を生じるおそれのない独立役員であります。

⒋ 当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集および重要な社内会議への出席に
よる情報共有ならびに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、千葉良一氏を
取締役（常勤監査等委員）として選定しております。

⒌ 取締役　杉島光一氏は、社外取締役であります。なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一
般株主と利益相反を生じるおそれのない独立役員であります。

⒍ 取締役　三浦健太郎氏は、社外取締役であります。なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける
一般株主と利益相反を生じるおそれのない独立役員であります。

⒎ 取締役　杉島光一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

⒏ 代表取締役社長　石井和徳氏は、東北ヒロセ電機株式会社、郡山ヒロセ電機株式会社、一関ヒロセ電
機株式会社の代表取締役社長、ヒロセコリア株式会社の代表理事を兼務しております。

⒐ 取締役　李相燁氏は、ヒロセコリア株式会社の代表理事社長を兼務しております。
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会社役員に関する事項

区分
報酬等の

総額
(百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

403
（35）

134
（35）

232
（－）

37
（－）

10
（3）

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

44
（22）

44
（22）

－
（－）

－
（－）

3
（2）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

447
（57）

178
（57）

232
（－）

37
（－）

13
（5）

⒉　取締役の報酬等の額

（注）⒈ 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
⒉ 2021年６月25日開催の第74期定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬限度額（年額）は880百万円以内（うち社外取締役分は年額70百万円以内）と決議
しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は10
名（うち社外取締役３名）です。

⒊ 2021年６月25日開催の第74期定時株主総会において、監査等委員である取締役の報酬限度額
（年額）は75百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役
の員数は３名（うち社外取締役２名）です。

⒋ 上記金額には、役員賞与引当金として未払相当分とした金額（222百万円）を含んでおります。
⒌ 業績連動報酬等は連結営業利益率を指標として算出しており、当期実績は25.5％となりました。

当該指標を選択した理由は、業績の向上・企業価値の拡大に向けて最も明確で、経営の成果を端
的に示す指標であり、適切なインセンティブとして機能すると判断したためです。当社の業績連
動報酬は、役位・職責等も総合的に勘案して算定しております。

⒍ 非金銭報酬等の内容は業績連動型の株式報酬であり、「⒊取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針」のとおりであります。

⒎ 取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）の報酬として、2021年６月25日
開催の第74期定時株主総会において、当該報酬限度額とは別枠で業績連動型株式報酬制度を導入
する決議をしております。当社が対象期間（３年間）において、合計264百万円を上限とする金
銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与するポイント
の数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に付与されるものです。当社が連結営業
利益率の達成度に応じて付与するポイントの総数は、１年あたり8,800ポイントを上限としてお
ります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）
の員数は７名です。
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⒊　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
（１）決定方針の決定の方法

価値ある成長によりハイフライヤーであり続けるためのインセンティブとして十分に機能する報酬体系を
構築すべく、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」という。）について指名
報酬委員会に諮問し、その答申内容を尊重して取締役会において決定方針を決議いたしました。

（２）決定方針の内容の概要
①基本方針

当社の業務執行取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く、以下同じ。）の報酬は、企
業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系と
し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動賞与および業績連動型株
式報酬により構成し、非常勤取締役と監督機能を担う監査等委員である取締役および社外取締役は、その
職務に鑑み、基本報酬のみ支払うことを原則とする。

②基本報酬の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬（現金）とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、

当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

③業績連動報酬ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の方針
業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を反映した現

金報酬とし、通算12か月の連結営業利益率の達成度合いに応じて算出された額を賞与として、毎年一定の
時期に支給する。基準となる業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて指名報酬委員会の答申を踏
まえた見直しを行うものとする。

非金銭報酬等(株式報酬)は、業績連動型株式報酬とし、当社が金銭を拠出することにより設定する信託
（以下「本信託」という）が当社株式を取得し、当社が業務執行取締役に付与するポイントの数に相当す
る数の当社株式（１P＝１株）を、本信託を通じて各役員に対して交付する。

なお、業務執行取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則としてそれぞれの退任時とする。ポイン
トの付与は、対象事業年度の連結営業利益率が20％以上の時に、「基本報酬と業績連動報酬」合算値の
10％をベース額として、本信託が当社株式を取得した時の株価で割ったものを付与する。

④金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額に対する割合の方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属す

る企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、指名報酬委員会において検討を行う。取締役会（委任を
受けた代表取締役社長）は指名報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合を
基本として業務執行取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。
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基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
代表取締役 43％ 48％ ９％
取締役（代表取締役を除く。） 45％ 46％ ９％

なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は下表のとおりとする（連結営業利益率：20％の時）。

（注）業績連動報酬等は「賞与」であり、非金銭報酬等は「業績連動型株式報酬」である。

⑤個人別報酬等の内容についての方針
個人別の報酬額については、業務執行状況を全体的・俯瞰的に評価するため、取締役会決議に基づき代

表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬
の額および当社の業績を踏まえた賞与の額とする。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切
に行使されるよう、独立社外取締役を過半数とする任意の指名報酬委員会に諮問し、監査等委員会の同意
を得て、独立性・客観性を確保した上で、取締役会に答申し審議の上、代表取締役社長に当該答申内容に
則った額設定を一任する方針とする。

また、監査等委員である取締役の報酬等は、指名報酬委員会が監査等委員である取締役の報酬等に関す
る助言を監査等委員会に行い、独立性・中立性の観点から監査等委員である取締役の協議により決定す
る。

⑥任意の指名報酬委員会に関する方針
当社では、取締役会の機能独立性・客観性を高めるため、取締役会の任意の諮問機関として「指名報酬

委員会」を設置し、取締役報酬規則等の改定についての検討や、報酬額の確認などを行い、その結果を取
締役会に答申する。このため、国内の大手企業が参加する役員報酬調査に毎年参加し、当社同等規模（時
価総額・売上高・営業利益率）の企業群の報酬水準をベンチマークとすることで役員報酬の妥当性を指名
報酬委員会で検討確認する。

（３）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名報酬委員会が取締役報酬規則等の改定について

の検討や、報酬額の検討・確認などを行い、その結果を取締役会に答申し、取締役会から委任を受けた代表
取締役社長　石井和徳氏は指名報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合を基
本として役員の個人別の報酬等の内容を決定しており、決定方針に沿うものであると判断しております。
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氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

堀 田 健 介
当期開催の取締役会12回にすべて出席し、主に他社における経営経験から発言
を行っております。堀田健介氏は、社外取締役就任以降、経営者としての豊富な
経験と深い見識に基づき、経営の重要事項の決定および業務執行の監督等の役割
を適切に果たしております。

元 永 徹 司
当期開催の取締役会12回にすべて出席し、主に経営コンサルタントとしての幅
広い実績と深い見識から発言を行っております。元永徹司氏は、社外取締役就任
以降、経営コンサルタントとしての幅広い実績と深い見識に基づき、経営の重要
事項の決定および業務執行の監督等の役割を適切に果たしております。

西 松 正 記
当期開催の取締役会12回にすべて出席し、主に他社における経営経験から発言
を行っております。西松正記氏は、社外取締役就任以降、経営者としての豊富な
経験と深い見識に基づき、経営の重要事項の決定および業務執行の監督等の役割
を適切に果たしております。

氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

杉 島 光 一

当期開催の取締役会12回すべてに、また、監査等委員会10回のうち、９回に出
席し、主に公認会計士としての専門的見地から発言を行っております。杉島光一
氏には、取締役会の監督機能およびコーポレートガバナンス体制の強化と監査体
制の充実に資することが期待されており、取締役会および監査等委員会におい
て、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等に基づき、社外取締役（監
査等委員）の役割を適切に果たしております。

三 　 浦 　 健 太 郎

当期開催の取締役会12回、監査等委員会10回にすべて出席し、主に経営コンサ
ルタントとしての幅広い実績と深い見識から発言を行っております。三浦健太郎
氏には、取締役会の監督機能およびコーポレートガバナンス体制の強化と監査体
制の充実に資することが期待されており、取締役会および監査等委員会におい
て、経営コンサルタントとして培われた幅広い実績と深い見識に基づき、社外取
締役（監査等委員）の役割を適切に果たしております。

⒋　社外役員に関する事項
　主な活動状況
　・社外取締役

　・社外取締役（監査等委員）

⒌　責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において、同法第423条第１項の損害賠償責

任について、職務を行うにつき善意かつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号の合計額（最低
責任限度額）を限度とする契約を締結しております。
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⒍　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で当社の取締役、執行役員および子会社の取締役、監

査役、執行委員を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し
ており、保険料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に
係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております。
ただし、故意または重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。
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当期に係る会計監査人としての報酬等の額 69百万円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 69百万円

Ⅴ．会計監査人の状況
⒈　会計監査人の名称

有限責任　あずさ監査法人

⒉　報酬等の額

（注）⒈ 当社と会計監査人との間の監査契約におきましては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の額を区分しておりませんので、上記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めて
おります。

⒉ 当社の連結子会社である、ヒロセヨーロッパB.V.はKPMG ACCOUNTANTS N.V.、廣瀬電機香港
貿易有限公司はKPMG Hong Kong、ヒロセコリア株式会社はKPMG SAMJONG Accounting 
Corp.の監査を受けております。

⒊ 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⒊　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当し、解任が相当と認められる

場合には、監査等委員の全員の同意に基づき会計監査人を解任する方針です。
また、監査等委員会は、会計監査人の独立性、品質管理体制、職務執行状況等を総合的に勘案し、必要があ

ると判断した場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。取締役会は、監査
等委員会の当該決定に基づき、会計監査人の解任または不再任にかかる議案を株主総会に提出いたします。

（注）本事業報告に記載されている株式数については、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。金
額については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

－ 37 －



2023/05/23 15:05:11 / 22948170_ヒロセ電機株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結財務状態計算書

連結財政状態計算書（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産

流動資産

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

棚卸資産

その他の金融資産

その他の流動資産

非流動資産

有形固定資産

使用権資産

無形資産

その他の金融資産

繰延税金資産

退職給付に係る資産

その他の非流動資産　

256,658

88,029

41,931

27,735

91,218

7,745

144,699

63,795

5,277

4,212

63,466

2,966

4,635

348 　

負債
流動負債 37,087
営業債務及びその他の債務 20,796
リース負債 1,070
その他の金融負債 11
未払法人所得税 8,205
その他の流動負債 7,005
非流動負債 14,417
リース負債 4,409
その他の金融負債 130
退職給付に係る負債 290
繰延税金負債 8,858
その他の非流動負債 730
負債合計 51,504
資本
親会社の所有者に帰属する持分 349,853
資本金 9,404
資本剰余金 11,191
利益剰余金 345,201
自己株式 △39,840
その他の資本の構成要素 23,897
資本合計 349,853

資産合計 401,357 負債及び資本合計 401,357
（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上収益 183,224

売上原価 95,036

売上総利益 88,188

販売費及び一般管理費 40,920

その他の収益 581

その他の費用 1,098

営業利益 46,751

金融収益 2,188

金融費用 348

税引前利益 48,591

法人所得税費用 13,943

当期利益 34,648

当期利益の帰属

親会社の所有者 34,648

連結損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

2022年4月1日残高 9,404 11,250 338,818 △36,306 18,903 342,069 342,069

当期利益 34,648 34,648 34,648

その他の包括利益 6,326 6,326 6,326

当期包括利益合計 - - 34,648 - 6,326 40,974 40,974

剰余金の配当 △17,473 △17,473 △17,473

自己株式の取得 △1 △15,891 △15,891 △15,891

自己株式の処分 △8 129 121 121

自己株式の消却 △12,228 12,228 - -

株式報酬取引 54 54 54

利益剰余金への振替 12,124 △10,792 △1,332 - -

所有者との取引額等合計 - △59 △28,265 △3,534 △1,332 △33,190 △33,190

2023年3月31日時点の残高 9,404 11,191 345,201 △39,840 23,897 349,853 349,853

連結持分変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
(単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　　産　　の　　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
資 産 合 計　

89,232
39,438

334
8,207

16,639
2,300

11,639
46

557
9,949

123
△0

47,098
12,924

4,969
896

0
1,287
4,752
1,020
3,703
1,168
2,523

12
30,471
17,451
10,732

118
1,882

67
245

△ 24
136,330 　

（負　　債　　の　　部）
流 動 負 債 17,409

買 掛 金 7,017
未 払 金 2,673
未 払 費 用 441
未 払 法 人 税 等 4,402
預 り 金 69
賞 与 引 当 金 2,472
役 員 賞 与 引 当 金 222
そ の 他 113
固 定 負 債 3,846

長 期 預 り 保 証 金 25
繰 延 税 金 負 債 3,821
負 債 合 計 21,255
（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 105,026

資 本 金 9,404
資 本 剰 余 金 12,007

資 本 準 備 金 12,007
利 益 剰 余 金 123,493

利 益 準 備 金 1,605
そ の 他 利 益 剰 余 金 121,887

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 751
別 途 積 立 金 122,800
繰 越 利 益 剰 余 金 △1,664

自 己 株 式 △39,878
評 価 ・ 換 算 差 額 等 10,008

その他有価証券評価差額金 10,008
新 株 予 約 権 41
純 資 産 合 計 115,075
負 債 及 び 純 資 産 合 計 136,330

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 142,134

売 上 原 価 95,735

売 上 総 利 益 46,399

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,932

営 業 利 益 21,467

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 7,427

為 替 差 益 30

そ の 他 の 営 業 外 収 益 888 8,345

営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 費 用 61 61

経 常 利 益 29,751

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 858 858

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 95

固 定 資 産 売 却 損 1

減 損 損 失 613 709

税 引 前 当 期 純 利 益 29,900

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,724

法 人 税 等 調 整 額 △188 6,536

当 期 純 利 益 23,364

損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 42 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

監
査
報
告

計
算
書
類

2023/05/23 15:05:11 / 22948170_ヒロセ電機株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資　本
準備金

その他資本
剰余金 資本剰余金合計 利　　益

準 備 金

その他利益
剰　余　金

自己株式処
分差益

固定資産
圧縮積立金

当 期 首 残 高 9,404 12,007 70 12,077 1,605 762
当 期 変 動 額
　剰余金の配当 -
　圧縮積立金の積立・取崩 - △11
　当期純利益 -
　自己株式の取得 -
　自己株式の処分 20 20
　自己株式の消却 △12,228 △12,228
　自己株式処分差益の振替 12,138 12,138
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） -
当 期 変 動 額 合 計 - - △70 △70 - △11
当 期 末 残 高 9,404 12,007 - 12,007 1,605 751

株　　主　　資　　本 評価・換算
差額等

新　株
予約権

純資産
合　計

利　益　剰　余　金
自己株式 株主資本

合　　計
その他

有価証券
評価差額金

その他利益剰余金 利益剰余
金合計別　途

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 122,800 4,577 129,745 △36,344 114,882 10,087 74 125,043
当 期 変 動 額
　剰余金の配当 △17,478 △17,478 △17,478 △17,478
　圧縮積立金の積立・取崩 11 - - -
　当期純利益 23,364 23,364 23,364 23,364
　自己株式の取得 - △15,891 △15,891 △15,891
　自己株式の処分 - 129 149 149
　自己株式の消却 - 12,228 - -
　自己株式処分差益の振替 △12,138 △12,138 - -
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） - - - △79 △33 △112
当期変動額合計 - △6,241 △6,252 △3,534 △9,856 △79 △33 △9,968
当 期 末 残 高 122,800 △1,664 123,493 △39,878 105,026 10,008 41 115,075

株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 島  力
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 幸 恵

独立監査人の監査報告書
2023年５月17日

ヒロセ電機株式会社
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ヒロセ電機株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな

わち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計

の基準に準拠して、ヒロセ電機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の

監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものでは

ない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査

の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注

意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準

により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第

１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合

には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又

は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し

て以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適

用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書

において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除

外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に

関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及

び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に

考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 島  力
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 幸 恵

独立監査人の監査報告書
2023年５月17日

ヒロセ電機株式会社
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヒロセ電機株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第76期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計
算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員
会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す
るものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査人の監査報告書

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理
的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な
発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与え
ると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第76期事業年度における取締役の職務の執行につい
て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
⒈　監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、 
取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、
連結持分変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

⒉　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する
事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月17日
ヒロセ電機株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 千 葉 良 一 ㊞
監査等委員 杉 島 光 一 ㊞
監査等委員 三　浦　健太郎 ㊞

　（注）監査等委員杉島光一及び三浦健太郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本

以　上
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裏表紙

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会　場
　

東京都港区白金台一丁目１番１号
八芳園　２階サンライト　　　電話　03（3443）3111

交　通
　

会場まで 東京メトロ南北線
都営三田線

｢白金台｣駅下車　２番出口より徒歩７分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

清正公前
交差点

日吉坂上
交差点

白金台
交差点

東京大学医科学
研究所付属病院

郷土資料館等
複合施設

「ゆかしの杜」

正源寺

桜
田
通
り

港白金台
郵便局

医科学
研究所

港区立
白金小学校

明治学院
大学

明治学院
高等学校

目黒
通り

本館

高輪消防署

至 三田・溜池山王

覺林寺
（清正公）

源昌寺

トヨタモビリティ東京

シェラトン
都ホテル東京

外
苑
西
通
り

白金
台駅

至 目
黒

東京
メト
ロ南
北線

都営
地下
鉄三
田線

至 五反田

八芳園
入口

八芳園
パーキングタワー

八芳園
本館２階「サンライト」

２番出口
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